































基本テキス トには,雇用問題の調査 ・研究書として定評のある小池和男先生の 『仕事の経済学』
(東洋経済新報社,1999年)を使用しました。曜本年度の論文タイトルを 「仕事の会計学」とした

















































ケー トによる実地調査を行なった。なぜならば、ゼ ミ卒業生の直面 している現在は、我々にとっ
て、「既におこっている未来」であるということが出来るからである。
本論文においては、「仕事」の変化を二つの視点で捉えた。企業構造の変化と、実際に変化の流




比較制度分析に基づき、統計技術の適用によって得 られた清報を解釈 し起 また、変化を捉える
人々の感 清、それに伴 うライフスタイルの変化は、社会学、心理学の見地からこれらの1青報を解
釈 して行った。
以下この二っの観点から、アンケー トによって得 られた結果について、それぞれ分析 して行く。
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これ らのことは、ノ」・池和男著 『仕事の経済学』によれば、次のように調査がなされている。 日
本の大手メーカーをサンフツレとして、報酬制度は、基本給が「本給」 「年齢給」「職能給」「成績給」







素を出来る限 り取 り除くために、仕事表を用いるとい うことが述べ られている。
又、ミルグロム ・P、ロバーツ ・J著『組織の経済学』によれば、これらのことは他国において







ステム③異動システム④OffJT⑤下位組織の意見反映システムとい う項 目に注 目してアンケー ト
調査を行った。
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近年、企業の採用 ・雇用管理が変化 し、それに伴 う人々の就業行動 ・就業意識の変化が指摘 さ
れている。そこで、本年度、私達は 「仕事の会計学」というテーマのもと、構造転換期の企業行
動を 「仕事」に焦点をあてて分析することを試みた。具体的には前期に小池禾ロ男著 『仕事の経済
学』を輪読 し 「仕事」の有り様 や問題点を考察 した。そして、藤井ゼミ卒業生へのアンケー ト調
査に基づいて 「仕事」がいかなるものであるか実態調査を通 じて学ぶべ く、7月にアンケー トを





それを①諦 システム礁 金システム③懸 システム④α1鵬 下欄 織の意販 映システムに
大別 し、それぞれの項 目でさらに詳細な質問項 目を用意 した。






































一つは、 「生産者 としての行動 の側面である。これは、個人が財貨 ・サー ビスの生産 ・販売の
仕事や知識 ・情報などの制作 ・伝達の仕事に従事 している場合に行っている行動である。労働者
あるいは就業者としての行動、つま り企業内での行動である。
もう一つは、「消費者としての行動」の側面である。これは、企業の活動の結果生み出される財
















その影響力に応 じた行動反応(R)を 引き起こす とい うことを意味 している。
この図式から分かるように、人々の行動に強く影響を及ぼすものは、「環境的条件」と心理的条
件」である。
「心理的条件」とは、価値観 ・欲求 ・態度 ・動機などに代表 される個人の心理的特徴を意味 し
ている。この特徴は、その人に特有の生理 ・身体的条件、社会的条件、経済的条件などによって
変化し、また、その人の過去経験、情報保持 、ライフスタイルなどの行動条件にも関連している。
そこで、 「心理的条件一行動反応」とい う関係だけでなく、個人の生理 ・身体的、社会的、経済的
およびf働的な諸条件が行動にどう関連 しているのかということも重要な問題になる。これらの
条件は、個人の中でお互いに緊密に関連 しあっているために、すべてを統合 して 「個人的条件」
と呼ぶこともある。
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回帰分析 とは、ある1っまたは複数の変数 と別の変数との関係式を利用 して、値を予測 した り
要因を解析 した りする際に多く利用される手法である。回帰分析においては、予測したい変数の









一 講鵠袈 騰ヂ 　〕




分布に従 うので、t値が起こる確率 μ有意確豹 と、設定した有意水準 αを比較して、P>αなら
帰無仮説を採択、つまり回帰係bblに対応する説明変数茜には意味がないということになり、.ρ















第1グループ(1=1,2)の 第 ノカテゴリー(ノ=1,2,…,初 の度数をn1Jとする。
また、第1グループの度数の合計をnl、第2グループの度数の合計をn2、全体の度数をNとす
る。
列1 ● ● ● 列j o● ● 列M
行1 nrr nr, n1M
行2 nar na, nzNr
各カテ ゴ リーの度数の合計(す なわ ち列計)をTノ とす ると、
Tノ=n、ノ+n2ノ
ノ番 目のカテ ゴリーの順位rノ は、
rノー T、+T。+…+Tノ 、ー+(Tノ+1)/2
























有意確率 は、6覆 が 自由度n1+n2-2のt分 布 に従 うこ とを利用す る。
Σ(X・-X・)2+Σ(X・一X・)2×(■+■)
4.xZ検 定




x2が自由度(L-1)×(M-1)のx2分 布 に従 うことを利用す る。





















ア ンケー トは藤i井ゼ ミ卒業生(1～9期 生)のうち、住所の判明 している83名(うち男性67名 、
女 性16名)に送付 した。回収数 は53(うち男性41、女性12)で、回収率は64%(うち男性61%、
女性75%)であった。有効 回答率 は100%であ り、53通す べてを分析 に用いる ことができた。
なお、回答者の平均年齢は27.8歳幌 性27.3歳、女性29.8歳)であ り、年齢 の分散は5.4(うち
男性5.9、女性3.6)、標準偏差 は2.3(うち男性2.4、女性1.9)であった。
基礎データ
男性 女性 全体騰 67 16 83
回収数 41 12 53
回収率 61% 75% 64%
平均年齢 27.9歳 27.3歳 27.8歳
年齢の分散 5.9 3.6 5.4






















ここでは、アンケー ト結果について年齢 とい う観 点から分析 していこうと思 う。 このアンケ
ー トの回答数は前述のように53であるが、その年齢ごとの内訳を 【図表1-1-1】 に示す。
【図表1-1-1ア ンケー ト回答者の年齢別内訳】
23歳 24歳 25歳 26歳 27歳28歳 29歳30歳 31歳 32歳 33歳 合計














平均年収 は23～26歳のグル ープは約476.4万円、27～29歳の グループは約573.9万円、30
～33歳のグル ープは約684.6万円 となってい る。年齢 と年収 について回帰分析 を行 う。
説 明変数x:年 齢
目的変数Y:年 収
と し、年収 は選択肢を300、500、700、900、1000(万円)とす る。
回帰式Y=a+bxの 回帰係bの 有意性 を検 定す るために、
帰無仮説Ho:b=0
対立仮説H1:b≠0
として、t比 較検定量 を使 って調べ る。有意水準 は5%と す る。
有意確率1FO.001671<0.05とな り、




【図表1-1-2年 齢 と年収 】
23～26歳 27～29歳 30～33歳 合計
～400万 5 3 1 9
400～600万 9 12 4 25
600～800万 3 5 3 11
800～1000万 0 2 5 7
1000万～ 0 1 0 1








【図表1-1-3年 齢 と勤め先 】
23～26歳 27～29歳 30～33歳 合計
「
民間企業(製造》 5 9 2 16
民間企業(金融) a 3 3 s
民間企業(他) 3 3 1 7
公認会計士 6 5 2 13
官公庁 1 2 2 5
纐 0 0 2 2
大学院生 2 1 0 3
その他 0 0 1 1








23～26歳 27～29歳 30～33歳 合計
本人 6 7 2 15
同僚の従業員 0 1 0.1
直属の上司 10 19 8 37
人事担当者 1 2 3 6
その他 ・無回答 6 4 7 17







23～26歳 27～29歳 30～33歳 合計
～5% 4 1 0 5
5^一10% 11 1 9 6
10^一20% a 3 1 9
20^一30% a 0 1 1
30^一40% 1 0 1 2
40^一50% 0 0 0 0
50%^, 0 2 1 3
その他 ・無回答 11 16 5 32















23～26歳 27～29歳 30～33歳 合計
有 3 8 5 16
無 12 12 6 30
その他 ・無回答 2 3 2 7
















評価に対する意識 23～26歳 27～29歳 30～33歳 合計
非常に意識 2 5 3 10
少し意識 10 5 5 20
どちらでもない 0 3 3 6
あまり意識せず 3 J 1 9
全然意識せず 0 2 0 2
無回答 2 3 1 6












23～26歳 27～29歳 30^一33 歳合 計
仕 事 内 8 9 3 20
24.2% 20.0% 12.5% 19.6%
職 務 遂 行 能 3 7 6 16
9.1% 15.6% 25.0% 15.7%
業 績 ・ 成 果 8 9 4 2v
24.2ｰ/d 20.0% 16.7% 20.6%
年 齢 ・勤 続 年
12 15 9 36
36.4% 33.3% 37.5% 35.3%
そ の 他 ・無 回 口
2 5 2 9
6.1% 11.1% 8.3% 8.8%
A量ロ ロ
33 45 24 102









23^一26 歳27～29歳 30～33歳 合 計
一 職 能:一 仕 事 0 1 1 2
0.0% 4.3% 7.7% 3.8%
一職能:複 数仕事 4 5 5 14
23.5ｰ/d21.7% 38.5% 26.4%
一職能:多 数仕事 5 6 2 13
29.4ｰ/d26.1% 15.4% 24.5%
複 数 職 能 0 2 0 2
0.0% 8.7% 0.0% 3.8%
多 数 職 能 2 3 3 8
11.8ｰ/d13.0% 23.1% 15.1%
そ の 他 ・無 回 答 6 6 2 19
35.3% 26.1% 15.4% 26.4%
合 計 17 23 13 53





【図表1-1-10年 齢 と異動希望 】
23^一26 歳27～29歳 30^33 歳合 計
可 13 19 10 42
76.5% 82.6% 76.9% 79.2%
不 可 2 2 2 6
11.8% 8.7ｰ/d 15.4% 11.3%
そ の 他 ・無 回 答 2 2 1 5
11.8% 8.7% 7.7% 9.4%









23～26歳 27～29歳 30^一33歳合 計
海 外 研 修 4 14 9 27
15.4ｰ/d29.2ｰ/d33.3% 26.7%
語 学 10 17 8 35
38.5ｰ/d35.4% 29.6% 34.7%
ビジネス資格取得 3 8 4 15
11.5% 16.7% 14.8% 14.9%
その他の資格取得 3 4 0 7
11.5% 8.3% 0.0% 6.9%
そ の 他 ・無 回 答 9 3 9 11
15.4% 6.3% 14.8% 10.9%
な し 2 2 2 6
7.7% 4.2% 7.4% 5.9%
26 48 2? 101合 計
100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
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②OffJTの希望(【図表1-1-12】参照>
0㈹Tは誰の希望かという問いに対 してはどのグル プーでも本人という回答が約7割 を占めて
いる。viLeJ'1'は強制されるものではなく、本人の希望によるところが大きく、自らの意思で選択
することが うかがえる。これは、通念 とされている企業による0濁Tの 設定ないし強制 といった
ものとは乖離 ずると思われる。
【図表1-1-12年 齢と0田Tの 希望】(複数回答あ り)
23～26.歳 27～29歳 30^一33歳合 計
本 人 の 希 望 13 18 10 41
76.5% 72.0% 66.7% 71.9%
人 事 ・上 司 の希 望 a 3 1 4
0.0% 12.0% 6.7% 7.0ｰ/d
そ の 他 ・無 回 答 9 4 4 12
23.5% 16.0% 26.7% 21.1%
合 刮 17 25 15 57
100.0% 100.0% 100.0ｰ/d100.0%
③0倒丁の希望理由(【図表1-1-13】参照)






【図表1-1-13年 齢 とOf口Tの希望理由】(複数回答あ り)
23～26歳 27～29歳 30^一33歳合 計
昇 進 1 3 2 6
5.9% 12.0% 10.5ｰ/d9.8%
給 与 1 a 0 1
5.9% 0.0% 0.0ｰ/d 1.6%
賞 与 0 0 D 0
0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
そ の 他 ・無 回 答 15 22 1? 54
88.2% 88.0ｰ/d89.5% 88.5%
合 計 17 25 19 61
100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
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④進路への影響
㎜ の進路への影響についてはどのグループにおいても無 という回答が5～6割 を占めてい
る。0倒Tが もはや主として自己啓発や能力アップといった理由から行われるようにな り、進路
への影響があるとは考えられない。
【図表1-1-14年 齢 と進路への影 響】
23～26歳 27ん29歳 30^一33歳合 計
有 5 6 0
11




そ の 他 ・無 回 答
3 5 5 13
17.6% 21.7% 38.5% 24.5%
合 計
17 23 13 53






23～26歳 27～29歳 30^一33歳合 計
昇 進
5 6 4 15
29.4% 23.1% 28.6% 26.3%
給 与 1 1 0
2
5.9% 3.8% 0.0% 3.5ｰ/d
賞 a 1 a 1
0.0% 3.8% 0.0% 1.8%
11 18 10 39
64.7% 69.2% 71.4% 68.4ｰ/d
合 17 26 14 57







23～26歳 27～29歳 30^一33歳合 計
有 7 7 3 17
41.2% 30.4% 23.1% 32.1%
無 5 12 6 23
29.4% 52.2% 46.2% 43.4ｰ/d
無 回 5 4 4 13
29.4% 17.4% 30.8% 24.5%
A曇
ロ ロ
17 23 13 53

















と設定し、有意水準を5%と して 此 較検定量を利用 して検定する。
結果 は、
有意確率 ρ=0.002672<0.05
とな り、帰無仮 説Hoは棄却 され、回帰式Y=34.38355x+412.0006は意味があるとい える。(【図
表1-1-is]参 照)しか し、
修正済み決定係Rz=0.16193
であ り、回帰式のあてはま りはあま りよくない。散布図を作成 し、外れ値 を除 くと、回帰式Y=
45.37385x+341.0379が得 られ、その ときの有意確率 ρ、修正済み決定係RZは それぞれ
p=0.0000138GO.05
R2=0.33123




結果は、帰無仮説 を棄却 したのは公認会計士、民間企業のメーカー ・流通等であった。(【図表




であった。公 認会計士 の決 定係数 が高いのは、賃金について法 令の規定があるか らだと思われ る。
帰無仮説 を採択 したのは、金融機関、公務員で あった。 両者 の有意確 率P、 決定係R2は
金融 機 関p=0.895702885RZ=-020821
公務員p=0.27997218RZ=0.154228856
とい う結果 となった。(【図表1-1-18】 参照)
金融機 関については外れ値 の影響が大 きい と思われるため、それを取 り除 くと有意確率 ρ、決
定係数 丑2は以下のよ うになった。
金融機 関(外れ値除 く).ρ=0.305835R2=0.15423


























と設定 し、有意水準を5%と してt比較検定量を利用 して検定する。
結果 は、
有意確 率P=0.049232<0.05
















しか し、昇進 と賃金の相関においては、回答者の意識 と組織側の意識に乖離が見られると考え
られる。賃金の決定要因を問う質問には、総回答者の67.9%(複数回答、53人中36人)が年齢 ・




後10年以下であるために、昇進による非連続的な賃金 ヒ昇を実際に経験 した人が少ないとい う
ことは、賃金に昇進が反映 されている意識が薄いことの主な原因であるといえるだろ う。
(3)異動希望表明システムの有無について






















轍 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 無回答 合計
人数 5 4 6 7 8 7 5 3 3 2 3 53
割合 9% 8% 11% 13% 15% 13% 9% 6% 6% 4% 6% 100%
【図表1-1-18年 収 と勤続年数 との回帰分析】
サンプル数 切片の係数a xの係数b 決定係数R2 xのt値 xのP値
有職者全体 48 412..000634.38355 0.16193.1751430.002672
有職者全体
(外れ値除く) 47 341.037945.37385 0.331234.876771.38E-05
公認会計士 12 326.011663.58382 0.861718.3390788.17E-06
メーカー 16 250.819763.93443 0.301352.7330990.016173
流通等 7 284.415654.54545 0.523442.7550610.040069
金融機関 6 844.6809一13.3739 つ.20821 一〇.37197 0.72878
金融機関
(外れ値除く) 5 395.52244.77612 0.114431.2316060.305835
公務員 5 317.910420.89552 0.154231.3150710.279972
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◆ ◆ ◆ ◆
◆ ◆ ◆ ◆ ◆






























勤 続 年 数
「 ◆
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一般企業 会計士 公務員 大学教員 その他
回答者数 29 16 6 7 12 5 2 11
















と設定し、有意水準 αを両側10%として/険 定を行 うと、∬殖≒6.256、有意:確率」FO.6185>α



















一般企業全体 4 131 6 5 1 29
13.8% 44.8%1 20.7% 17.2% 3.4% 100.0%
メーカV
2 101 1 3 a 16
12.5% 62.5%1 6.3% 18.8% 0.0% 100.0%
金融機関 a 21
1 2 1 6
0.0% 33.3% 16.7% 33.3% 16.7%100.0%
その他の
一般企業
21 11 4 0 C 7
28.6% 14.3% 57.1% 0.0% 0.0% 100.0%
会計士 ofs 4 2 a
12
0.0%150.0% 33.3% 16.7% 0.0% 100.0%
公務員 114 0 0 C
5















蟹 一甥 メー カー ice関
その他
一般企業 会計士 公務員 大学教員
平均賃金 588.0603.4562.5766.7557.1638.54so.o500.0






帰無仮説Ho:業種aと 業種bの 平均賃金は等 しい












比較する2つの業種 F検定のp値 帰無仮説採択 t検定のp値 帰無仮説採択
業種a 業種b (両側の値) の可否 (片側の値) の可否
(a)金:融機関 メー カー 0.2105 T 0.0247 麹
(b)金融機関 その他「般企業 0.2854 T 0.0541 翻
(c)金融機関 金融機関以外の一般企業 0.1742 翻 0.0154 麹
(d)金融機関 会計士 0.0813 麹 0.1355 翻
(e)金融機関 公務員 0.0382 麹 0.0119 麹
① 会計士 メー カー 0.2124 翻 0.1250 翻
@ 会計士 その他二般企業 0.2287 ., 0.1530 翻
(h) 会計士 一般企業全体 o.loss ;i 0.2968 撤
① 会計士 公務員 0.1640 ., 0.0127 麹
U> メーカー その他「般企業 0.4550 ;, 0.4754 翻
(k)一般企業全体 公務員 0.0528 麹 0.0113 麹
③まとめ
以上の①、②をもとに、賃金についての一般的な通念 と実態の関係 を考えてみたい。























男性 482.31 482.1 524.0
女性 420.1 433.7 412.8
(出所)厚生労働省 「平成13年賃金構造基本統計調査報告 第1巻」より作成
25～29歳の大卒労働者の平均賃金2は【図表1-2-6】 のようになってお り、この結果と比較













質を考えると、新 しいことを企画 したり人の前に立って指導 したりとい うことよりも、与えられ
た仕事をまわ りと協調 して確実にこなすことのほうが重要視されているということであろうカaO
公務員に関しては、回答者5人 中、「評価内容は不明」 とする回答が2人 と、一般 企業の1人、
会計士の0人に比べて多い。仮説を
帰無仮説Ho:公務員 と一般企業、会計士の 「評価内容は不明」の回答割合は等 しい
対立仮説H1:公務員は一般企業、会計士より 「評価内容は不明」の回答割合が高い













目標達成度 規律性 協調性 積極性 責任感 熾 判断力 企画力 指導力 資格
一般
企業
26-6 9 14 12 13 11 14 8 3
92.9%21.4%32.1%50.0%42.9%46.4%39.3%50.0%28.6%10.7%
4 7 11 11 11 10 9 0 7 1会計















目標達成度 規律性 協調性 積極性 責任感 知識 判断力 企画力 指導力 資格
ll)評価システムへの不満に関して




































【図表1-2-9評 価 の反映先 】
給与 賞与 昇進 その他 回答数合計
一般企業 17 26 14 1 58





25.0% 58.3%75.0% 0.0% 158.3%















給与 賞与 昇進 その他
29
【図表1-2-10評 価結果の公表の有無】
ある ない その他 合計
一般企業 15 12 1 28'
53.57%42.86% 3.57%100.00%
会計士 12 0 0 12
100.00% 0.00% 0.00%100.00ｰ/d







































公務員共に 「年齢 ・勤続年数」が最も回答割合が高くなっているが、その一方で、一般 企業にお
いては 「業績 ・評価」とい う回答も回答者数の7割近くに及んでお り、会計士、公務員 と比較 し
て高くなっている。 これを統計的に検定する。仮説を
帰無仮説Ho:一般企業 と会計士、公務員の 「業績 ・評価」の回答割合は等 しい
対立仮説Hl:一般企業は会計士、公務員より 「業績 ・評価」の回答割合が高い
有意水準 α=5%(片{助





つにな りうると思われる。 しかし、このアンケ.___ト回答者の勤める一般 企業はほとんどが従業員
3000人以上の大企業であり、中小の企業にまで業績 ・成果給が普及 しているかどうかについては
この結果からだけでは判断できない。
一方、会言仕 については、回帰分析の結果では勤続年数 と賃金の関係が最も強いとい う結果に
なっていたが、この質問では 「年齢 ・勤続年数」と答えた人は3者の中で最も少なく、かわりに
「仕事の内容」 「業務遂行能力」の回答割合が他の2者 に比べて比較的高くなっている。会計士に
ついては、法律で賃金がある程度定められてお り、会計士補 と会計士 という資格の違いが賃金に
影響するということがこの2つの選択肢に分かれたのではないだろうカaaまた、公務員に関して





仕事の内容 職務遂行能力 業績 ・成果 年齢 ・勤続年数 その他
一般企業全体 11 8 20 23 3
37.9% 27.6% 69.0% 79.3% 10.3%
メ ・一 力 ・一
7 4 11 12 3
43.8% 25.0% 68.8% 75.0% 18.8%
金:融機関 2 2 4 4 0
33.3% 33.3% 66.7% 66.7% 0.0%
その他の
一般企業
3 2 5 7 0
42.9% 28.6% 71.4% 100.0% 0.0%
会計士 6 5 3 7 11
50.0% 41.7% 25.0% 58.3% 8.3%
公務員 1 0 0 4 1
































いる。 この2っの調査結果の 「-般企業全体」と 「従業員1㎜ 人以上の産業計」、「メーカー」
と 「従業員1000人以上の製造業」、「金融機関」と 「金融 ・保険業」をそれぞれ比較 してみると、
全体を通 じて、「業績 ・評価」と 「年齢 ・勤続年数」の項目では2つの調査での回答害拾 に大きな
差が見られないのに対 し、「仕事の内容」、「職務遂行能力」の項目では就労条件総合調査での回答
割合の方が今回のアンケー トでの回答割合よりも高いとい う結果になっている。特に 「職務遂行
能力」に関しては、厚生労働省の調査では 「年齢 ・勤yL年数:」とほぼ同じくらい回答割合が高く
なっている上に、過去5年 間での基本給の決定要素のウェイ トの変化(【図表1-2-15】参照)





績 ・評価を加えた賃金体系をとっていると感 じてお り、従業員の意識と企業の実体には大きなズ
レがあるということが言えるのではないだろうか。
【図表1-2-14基 本給の決定要素別企業数割合(管理職以外)】
仕事の内容 職務遂行能力 業績 ・評価 年齢 ・勤続年数 ・学歴
調査産業計 70.6% .77.3% 62.3% 80.6%





46.0% 90.3% 78.3% 82.9%
金融 ・保険業 66.2% 86.4% 69.1% 76.6%
(出所)厚生労働省 「平成13年版 就労条件総合調査」より作成。
【図表1-2-15基 本給の決定要素の過去5年間のウェイ ト変化別企業数割合(管理職以外)】

























調査産業計 16.0%1.9% 32.8% 1.8% 29.8% 1.6% 1.4%17.7%
従業員1000人以上
の産業計




製造業 17.2%1.2% 35.2% 1.0% 30.2% 1.4% 2.1%21.1%
金融 ・
保険業
28.7% i.1% 42.4% 1.8% 35.8% 0.5% } 17.0%
(出所)厚生労働省 「平成13年版 就労条件総合調査」より作成。
注1)「新規」..過去5年 間に 「新たに決定要素 とした」もの
























ンケー トの分析を行った。なお、具体的な分布状況は 【図表1-3-1】 で示す。
【図表1-3-1回 答者 と回答者の勤める企業の従業員数】
3000^, 1000^一2999 ^一999 無回答 計
人数 30 11 7 5 53
割合 56.6% 20.7% 13.2% 9.4% 100.0%
[2]アンケー ト分析
(1)賃金体系について






3000^一 1000^一2999 ^一999 計
仕事の内容 9130.0% 7 63.6% 4 57.1ｰ/d20 37.7%
職務遂行能力 9130.0% 2 18.1% 1 14.2ｰ/d12 22.6ｰ/d
業績・成果 19163.3% 1 9.1% 2 28.5ｰ/d22 41.5%
年齢・勤続年数 2480.0% 7 63.6% 4 57.1ｰ/d35 66.0%
その他 113.3% 2 18.2% 0 0.0ｰ/d3 5.6%
無回答 113.3% 0 0.0% 0 0.0ｰ/d1 1.8%
計 631118.8% 1935.8% 1120.7% 93 175.4%










する。なお、調整化残差は 【図表1-3-3]の ような結果 となった。
【図表1-3-3従 業員規模別の賃金体系における調整化残差】
従業員数 3000^ 1000^一2999 ^一999
仕事の内容 一2.41465 1.791754 1.253244
職務遂行能力 0.60295 つ.36574 つ.41484
業績 成果 2.176248 一2.1395 一〇.47492
年齢・勤続年数 0.189212 一〇.12109 一〇.1223




















④年齢 ・勤続 年数 について
年齢 ・勤続年数についてだが、【図表1-3-2】 を見ると、3つすべてのカテゴリー におい
て、回答者の割合は高 くなっている。また、調整化残差をみると、3つすべてのカテゴリーで値
は0に近 くなっている。以上の結果から、概ね従業員数に関係なく、「年齢 ・勤IJL,数」に基づ





























能力の向上の認められる者に対 して報える賃金体系が必要 とされているよ うに思われる。
(2)評価システムについて
①評価の内容について





















5 5 9 1 20
25.0ｰ/d25.0% 45.0ｰ/d5.0% 100.0%
【図表1-3-5評 価の内容(情意評価)】
規律性 協調性 積極性 責任感 その他 無回答 計
^一3000 S 11 15
142 12J62




























ある ない その他 計
^一3000 15 14 1 30
50.0% 46.7ｰ/d 3.3% 100%
2999^)
11 3 14


























































対立仮説 品:男 女の平均年収は等 しくない(男性のほうが高い)
ここでt検定を行 うには、母分散が等しいかどうかによって、用いる方法が異なる。そこで母分






































































































有力 とすると、"結婚は経済的に安定 してから"とい う社会的通念が うかがえる。
(3)勤め先について













覇 16 1 17
94.12% 5.88% 100.00%





麟 1 7 9 5 0 17
5.88% 41.18% 23.53% 29.41% 0.00% 100.00%
未婚 8 18 7 2 1 36
22.22% 50.00% 19.44% 5.56ｰ/d2.78% 100.00%
【図表1-5-3勤 め先 】
メ ー カ ・一 鍬 その他企業公認会計士 官庁 大学教員大学院生その他 計
麟 5 2 2 4 9 0 0 0 17
29.41%1.76% 11.76% 23.53%123.53%0.00%0.00%0.00%100.00%
未婚 11 9 5 9 1 2 3 1 36
30.56%11.11% 13.89% 25.00%2.78% 5.56%8.33ｰ/d2.78ｰ/d100.00%
【図表1-5-4規 模 】
～999 1000^一29993000^一 計
麟 0 3 13 161
0.00% 18.75%81.25%100.00%1
未婚 7 8 1? 32
21.88% 25.00%53.13%100.00%
(規模別平均年齢 は左 か ら27.4歳、27歳、27.3歳)
(5)評価主体
「誰が評価するか」(複数回答可)の問い1こ「本人」と答えた人の割合は既婚者では17.65%、未




帰無仮説Ho:既婚者 と未婚者で 「本人」が評価する割合は同 じ





















































4か,月 6か月 1年 5年 無回答 計
麟 1 7 9 0 0 17
5.88%41.18%52.94% 0.00% 0.00%100.00%
未婚 0 21 6 1 1 29
0.00%72.41%20.69% 3.45% 3.45%100.00%















5 6 3 3 0 17
29.41% 35.29% 17.65% 17.65% 0.00%
未
婚
5 15 2 6 3 31
14.29% 42.86% 5.71% 17.14% 8.57%
計 10 21 5 9 3 48



















とでは、公務員は全員0倒Tが 有ると回答 しているが、これは研修制度が充実 していることによ
ると思われる。また、民間企業勤務者は就職 してしばらくは0倒 丁よりも主に(珊 を通じて技
能を向上させると思われる。これは日本企業ではキャリアによる企業特殊技能形成が大企業一般




【図表1-6-10f旧 丁の有無 と勤続年数 との回帰分析】




off一π の内容についての質問(複数回答)に関しては、海 界研修 ・語学とい う回答が総回答の
















数が、勤続年数が短いほど多いとい う回帰分析の結果 とも整 合すると思われ る。






資格取得 その他 なし 計
回答 62 16 6 12 6 102
60.7% 15.7% 5.9% 11.8% 5.9% 100.0%
46





















0倒丁 の進路 への影響に関する質問(【図表1-6-7】 参照)の回答結果を見てみると、ほと
んどの場合このOffTTは勤め先や上司からの強制ではなく従業員本人が希望して行っており、
その目的も賃金の上昇や昇進のためとい うよりも、自己の職務遂行能力の向上や自己啓発のた











一般企業 18 23 13 5 8 2
62.1% 79.3% 44.8% 17.2% 27.6% 6.9%
会計士 7 7 2 0 1 1
58.3% 58.3% 16.7% 0.0ｰ10 8.3% 8.3%
公務員 2 5 1 1 1 0
40.0% 100.0% 20.0% 20.0% 20.0% 0.0%
【図表1-6-50㈹Tの 希望者】
(複数回答可、回答者数:民 間27、会計士11、公務員5)
本人 上司 その他 ・無回答
一般企業 25 4 1
92.6% 14.8% 3.7%
会計士 11 0 0
100.0% 0.0% 0.0%





昇進 給与 賞与 その他 無回答
一般企業 4 1 0 21 2
14.8% 3.7% 0.0% 77.8% 7.4%
会計士 3 0 0 10 0
27.3% 0.0% 0.0% 90.9% 0.0%
0 0 0 3 0公務員
0.0% 0.0% 0.0% 60.0% 0.0%
【図表1-6-7vileの その後 の進路への影響 】
ある ない その他・不明 無回答 合計
一般企業 6 1? 3 1 27
22.2% 63.0% 11.1% 3.7% 100.0%
会計士 5 s 0 0 11
45.5% 54.5% 0.0% 0.0% 100.0%
公務員 0 5 0 0 5
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<1>仕事 とス トレスに関す る議論




によると、成人都民の7割以上が 「仕事の将来性」と 「収入の減少」に不安を感 じているという。
また、仕事や職場で疲労や精神的ス トレスを 「感 じている」とい う回答者は6割にのぼった。そ




れていた 「ス トレス」は、 「外界からの侵襲に対 して生体が適応する際の生体メカニズムのこと」

















り回復する。 しかし、対処が遅れると、ス トレス反応は増強 ・過大し、また持続的となり、一部
は病因論的メカニズムによって疾病の発生に至ることもある。すなわち、ス トレス反応がその人










仕事のス トレスは少なくなる。このように、社会的支援(ソーシャル ・サポー ト)は、ス トレス
反応を軽減し、健康問題の発生を予防することが多くの調査研究で明らかになっているため、こ
れをス トレス反応の緩衝要因と呼ぶ。そして、この緩衝要因によって職揚や職場以外からのス ト



























































職業性ス トレスの影響を緩和する要因として、家族や職場の上司 ・同僚からのサポー トが挙げ





























に起因する。 ところで、医学者 ・小林章雄によると、配偶者からのサポー トの欠如に関して、日




者と未婚者の格差とは対照的に、家庭を持つことによって家庭の側から得 られるス トレス緩衝 要:
因の格差を既婚者と未婚者 とでみるために睡眠時間比較をしてみた。その結果、未婚者の方が睡
目即寺間が少ないことが明らかになった。すなわち、既婚者 よりも未婚者の方が11時 間労働者の
割合が高いが、実際に未婚者の方がス トレスを感 じやすいということである。 したがって、結論
として、明らかに11時間労働 者にはス トレスの反応がみられるが、それに加えて、さらに社会
的支援を受ける機 会が少ない未婚者はス トレス反応の度合いが高いとい うことがいえる。(【図表
2-1-3】、【図表2-1-4】、【図表2-1-5】 参照)
【図表7-2-1-211時 間労働者 の比率 】























結婚状態 11未満 11以上 割合 合計
結婚 している 5 12 71% 17
結婚してない 21 13 38% 34



















睡眠時間 既婚 未婚 未婚者の割合 合計
4 0 2 100% 2
5 2 4 66.67% 6
5^一6 0 2 100% 2
6 7 4 36.36% 11
7 2 0 0% 2
8 1 0 0% 1


















■未婚 2 4 2 4
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医学者 ・R.カラセクと医学者 ・T.テオレル らは、職場の心理的 ・社会的要因についてのモデル
として、「仕事要求度一コン トロールモデル(demandcontrolmodel)」を提唱 した。この 「仕事
要求度一コントロールモデル」は、スウェーデンとアメリカの労働者を対象 とした調査であり、
現在、世界で最も優勢な職業性ス トレスモデルの1つ として挙げられ、虚血性心族 患との関連を
支持する結果を中心に多くの報告がある。














要求度 と自由裁量度の職業による差の有無を研究 し、それによると、高ス トレイン群は、流れ作
業労働者、裁断工、ウェイター、看護助手、電話交換手、キーパンチャー、荷物取扱者等を挙げ、
一方、低ス トレイン群では、保線労働 者、修理 工、機械工などが挙げられている。
'し たがって、第2は、active(高デマンド・高コン トロール)と 呼ばれ、仕事はきついがや
りがいを感 じてお り、困難な課題をも克服 しようとする意欲が強く、 レジャータイムなどの活動
内容もアクティブであるとされる。第3は、低ス トレイン群(低 デマン ド・高コン トロール)と















































































労働者を対象にした 「ス トレスと健康」総合調査がある。この調査でのス トレス項 目には、カラ
セクらのモデルでは考えられていない労働時間を 「量的なス トレス」 として組み込み、競争やノ












スとなり、顯 轄 と関連するとしている。すなわち、巌 な跡 は姓 に刺激となり、活発に
機能を向上させることができるのである。 これを 「快ス トレス」 と呼んでいる。それに対して、
































から、「欲求は個々人において異なる」 とい うことを前提 としてモチベーションを考えると、「働
かない」、「働けない」というのは、単に 「仕事ができない」、「収入が得 られない」とい う理由だ
けではなく、「自らを活かす ところがない」、「生きがいが得られない」とい う理由によると考えら
れる。



























的」とは 「官僚政治に伴 う一種の傾向 ・態度 ・気風であり、専制 ・秘密 ・煩項 ・形式 ・画一など




















1(とても思 う) 2 3 4 5 計
人数 9 17 9 14 2 51
構成比(人 数/51) 18% 33% 18% 27% 4% 100%
転職希望率(3(10)で1とした人1有効回
答人数)




































の個性に合わせた風土がかな り存在 しているとい うことである。 自由なら自由、拘束なら拘束と
人はその個性に合わせた環境を選ぶのである。そして中間(グラフで言 う横軸の3あたり)にお







このようなス トレス要因を和 らげるために手段 としてソーシャル ・サポー ト等がある。 ソーシ
ャル ・サポー トとは対人的な関係が人の健康に与える影響のことである。ハウスによればソーシ
ャル ・サポー トの機能として、情緒的 ・評価的 ・道具的 ・情報的サポー トの4つがある。情緒的
サボ`.トは愚痴を聞いて上げたりなどの1青緒を支える機能である。評価的サポー トはある行動に
ついてそれが社会的に許 されるかどうかといった評価基準を提供する機能である。道具的サポー
トは仕事を代わ りにやってやる等の実際的なサポー トの機能である。最後に情報的サポー トは実
際に仕事を手助けしないが、必要な晴報は与える機能である。 こういったソーシャル ・サポー ト
は必ず しも一人で行われるのではなく、普通は多数でネッ トワークを構成することが多い。
さてここで図表の分析に戻る。転職希望率が低いとい うことをス トレスが低いからと仮定する
と、図表の両端の組織においてはソーシャル ・サポー ト体制がしっか りしているということがで






給与 高い評価 仕事の成功 家族 望む部署 計
1(とても思 う) 1 3 1 4 0 9
2 2 3 7 4 1 17
3 3 1 4 0 2 10
4 5 4 4 0 1 14






























専門的知識 人間関係 経験: 学歴 その他 計
1(とて も思 う) 2 5 1 8
2 4 2 is 1 17
3 4 2 3 1 10
4 6 s 2 14

















の業績のみで評価されるのではなく、人 とのコミュニケーションとい うことも評価の対象 となる
と思われる。このことは上司からの評価に業績評価が依存 しているとい う現代の会社システムを
反映 している。
(5)アンケー ト分析(会 社システムと休 日の過ごし方)
最後に 【図表2-2-14】を見ていく。これは会社システムと休 日の過ごし方 との関係を表にし
たものである。横軸のA、B・ … の内容は表の横に注記 しておく。
【図表2-1-13】
A B C D E F 計 A:仕 事(関係)
1(とても思 う) 1 3 2 3 9 B:趣 味
2 2 7 3 3 2 17 C:家族サー ビス
3 7 1 1 9 D:仕事上必要な勉強
4 5 3 1 5 14 E:家 でのんび り
5 1 1 2 F:そ の他



















1 2 3 4 5
この結果はサンプル数を分散させて しまったため、1人の差による変化が大きいように見える
のは若干推定の誤差を大きくするのは問題がある点である。概観 してみると、やはり休 日は趣味
をしてす ごすという方が多数を占める。これは誰 しもがそ う答え易い回答であるからであるし、
またそ うしているという人がほとんどであるからであろう。






































クライエン トとの関係 中立性 中立性
地位 業績による取得 業績による取得
目的 クライエン トの福利 自己あるいは組織 の目標
管理手法 同僚による統制 ヒエラルキーによる統制
65









1 2 3 4 5 計
公認会計士 0 1 4 7 0 12
0.00% 8.33% 33.33% 58.33% 0.00% 100.00%
公認会計士以外
8 16 5 7 2 38
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るが、官僚制 な ど一般的な組織に属す る組織人は組織 による評価を重視するか らである
(Blau&Scott,1962)o
(2)職務 コミッ トメン トと組織 コ ミッ トメン ト
コミッ トメン トについては様々な研究が発表 されてお り、その各について、微妙に定義が異な
っているが、 ここでは、 ゴール ドナー(Gouldner,1957)の報告 をもとに考 えたい。
職務 コミッ トメン トと組織コ ミッ トメン トの関係は、コスモポ リタン志 向とローカル志向の関
係 に類似 してい る。










摘 したのがゴール ドナーである。二つのコミットメントの両立とい う矛盾の中に、役割葛藤が生
ずるのである。しかし、ゴール ドナー以後の多くの実証研究が二つのコミットメン トは両立可能
だ とい うことを報告 している。
(3)役割葛藤1
(2)で述べたように、二つのコミットメン トは両立可能であり、役割葛藤の研究意1義は薄れ
たかに思える。しかし、今 日でもこの、〈二つのコミットメン トの相克→役割葛藤 〉とい う見方
は重要である。その理由として、









転職意思の有無 あり なし 計
①未婚者(人) 17 13 30
②既婚者(人) 6 11 17
既婚者構成比:②÷(①+②) 26.09% 45.83%
【図表2-1-19)から、「転職意思あり」 と 「なし」の問で、ちょうど全体が二分 されてい
ることが分かる。つまり、本アンケー トからでは役 到葛藤と転職意思に明確な相関を見出すこと
1役 割葛藤は何により生ずるのだろうか。役割葛藤は職 業人 としての役割 と組織 人としての
役割が矛盾することが原因で発生するが、その矛盾は主に次の四点にまとめられる。
① 追求する目標の相違0
















転職意思の有無 あり なし 計
①未婚者(人) 4 3 7











カ リズムの傾向が強 くなる(=組織コミッ トメン トが増大する)と報告 している。
【図表2-1-21邑 本アンケー トの分析 か ら推測で きること-】
【職 務コミットメン ト】
↓






従来からの役割葛藤に関する研究は、仕事、つま り 「外」に限定 して調査 したものが多い。
しか し、今回の調査で、「外」だけではなく、結婚 しているかどうか、とい う 「内」についての
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変数を通 して見ることで、より有益で興味深い結果を得ることができた。このように、本アンケ




















【図表2-2-1】 は、一 日あたり実労働時間別にみた 「強い不安、悩み、ス トレス」を有す
る労働者の割合である。 これを見ると、労働時間が長 くなればなるほど、心理的ス トレスが増え
るとい うことがわかる。 これは当然ながら、仕事時間が長 くなればなるほど自由に使 える時間が
短くなることも関係しているであろう。多くのゼミ生は、10時間以上働いていることから、かな
りのス トレスを抱えていると思われるのである。










































ここで、アンケー トの結果 【図表2-2-4,を 見て欲しい。【図表2-2-4)は 、年収と労
働時間平均との関係である。明らかに労働時間が長いほど、年収、すなわち所得が多いことが分
かる。つま り、生活の満足度を上げる為、より多くの消費財を得ようとすると、長時間働くこと






































は1点を与えることとする。各項 目の点数の合計を取 り、それを全項 目の点数で割って百分率に
直 したグラフが 【図表2-2-6】 である。
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また同じようにして、職業別 【図表2-2-7】 と男女別 【図表2-2-8】 でも余暇活動の




員は労働 窃間が比較的長い方であるので、休 日ぐらいは家でのんび りと過ごしたいと思 うのであ
ろうか。また、B趣味に使 うのは、10.3%と低 くなっている分、C家族サービス31.0%と際立っ
て高い数値であったので、公務員は家庭を大切にする人が多いとも言える。 しかしながら、2民
間金融業と比較 した場合、民間企業は 【図表2-2-2】 で最も長い労働時間平均も持つにも関








































































































































































(3)モチベー シ ョン ・リソー ス
モチベーシ ョンとは、何力i_働をす るにあたって個人が持 っているエネルギー に火 をつける
役 目をす るものである。モチベーシ ョン ・リソース とは、その動機付 けが どこに由来 している



































自分の肌に合 う雰囲気をもった職場で、尊敬できる上司、先輩、ライバル と協働 した
いと考える。仕事をする環境が重要だと考える。
(血)組織 ・報酬型













































るとい う結果が得 られた。アンケー トで得られた生きがいの回答を、モチベーション ・リソース
で分類 した際に誤 りがなかった と考えられる。
(2)個人 と組織の関係、コミッ トメン ト
前節で分類 したそれぞれの型と現在の評価への満足度、評価 される事への意識とい う2つのア
ンケー ト項 目に対する答えにどのような特徴があるのか調べてみる。これ らの要素に共通 してい
79
えるのは、組織の存在である。それでは、個人は組織に対してどのような感情を抱いているのか。
組織と個人の関係を捉える観点の1つ として、個人の組織に対するコミッ トメン トとい う観点
がある。アレンとメイヤーの区分によれば、コミッ トメントには感情的要素、存続的要素、規範
的要素の3つがある。感情的要素とは組織に得るものがあるので残 りたい とい うことを意味して
いる。存続的要素 とは辞めれば失われるものがあるので残るとい う事を示 している。規範的要素
とは、組織にコミットメン トすべきであるといった忠誠心あるいはロイヤリティーを示 している。
今回のアンケー トの項 目から、アンケー トの対象 となった人が上記の3種類のどの種類のコミ
ットメン トを企業に対 してしているのか判断する事は出来ない。ただ、図表をみれば回答者42
人のうち27人 が、評価に対 しての意識をしている。評価への意識を少 しでも意識しているとい




























以上のようにすれば 仕事における自己実現という擁 角煮 雇用者の双方にとって非常に難
しい問題 も解決 され、新しいキャリア形成の形が生まれてくると考えられる。
80
【図表2-3-1生 きがい と勤労意欲を刺激す るもの】
給与の増加 高い評価 仕事上の成功 家族を養う 望む部署
生活型※1 4 4 8 3 2
]職場型 1
組織型 2 1 1
仕事型 3 2 1 2
社会型※2 1
自己実現型 2 4 1
※1自 己のキャリアプランの達成 と答えた回答者が1人 いる事を示す。
※2人 類救済 と答えた回答者が1人いる事を示す。
【図表2-3-2生 きがいと評価への満足度】
大変満足 満足 普通 不満 大変不満
生活型※ 7 13 1
職場型 1
組織型※ 2 1
仕事型 3 2 1 2
社会型 1 1
自己実現型 2 4 1
※ 無回答が1人 いる事を示す。
【図表2-3-3生 きがい と評価への意識】
非常に意識 少し意識 どちらでもない あま り意識 しない 意識しない
生活型※ 1 11 3 5 1
職場型 1
組織型※ 1 1 1
仕事型 5 3
社会型 1 1






































70ffJTは実施 していない とい う回答項 目を示 している。
[3]スキナーの生きがい論による分析～行動分析学のツールを用いて～
(1)生きがい とは
B.F.スキナー(※)は幸福 を次のよ うに定義 してい る。
"Happinessdoesnotlieinthepossessionofpositivereinforcers;itliesinbehavingbecause
positivereinforecershavethenfo皿owe(北"/幸福 とは、好子を手に入れていることではなく,そ
れが結果 としてもた らされ たが ゆえに行動す るこ とである。
つま り行動 せず に好 子を獲得 してもそれは幸福ではなく、また、好 子を伴わなレ府 動 も幸福で
はない。 ここで好子 とは以 下に定義 され る概念で ある。
好 子(positiverein:forcers):行動 の直後 に出現する とその行動 の将来 の生起頻度が増加(も しく
は高頻度 で安定的 に出現)す るよ うな刺激 、出来事、条件。
したがってここで言 う幸福 ←happiness)はいわ ゆる幸福一般ではなく、どち らか といえば よ
り具体的 に幸福 を感 じる状況 を示 してい る。
また、広辞苑第三版によると 「生きがい」 とは 「生 きてい るだけのね うち。生きてい る幸福、
利益 」とあ り、すなわち とりもなお さず、スキナーの言 う幸福 こそが生 きがいの定義 と言 えるの
で はないだろ うか。
※B.F.スキナー(Bu皿hus:FredericSkinner)






結婚 とい うものが、人の人生において重要なターニングポイン トとなることは容易に推測でき














麟 回答数 3 10 2 2 17
構成比 17.65% 58.82% 11.76% 11.76% 100.00%
未婚 回答数 8 6 12 10 36
































行動の直後に嫌子が出現したり、嫌子が増加 した りするとい う経験をするとその行動は将来
起こりにくくなる。
④ 好子消失による弱化












強化随伴性によるものかが重要な問題 となる。 この二つの概念は以下のように定義 される。
① 行動内在的強化随伴性
行動に随伴 して、誰かが関わらずに自然に好子が出現 した り嫌子が消失 した りする。
② 付加的強化随伴性

























者は給料とい う好 子を失 うことをおそれ、仕事を義務と感 じやすい状態にあり、結果として未婚
者よりも仕事を生きがいと感 じにくくなるのである。
(6)まとめ
つまりスキナーの幸福(生 きがい)の定義にしたがって行動随伴性の観 点から結婚 と生きがい
との関係を見てみると、本来仕事そのものが持つ行動内在的強化随伴性、つま り仕事自体が本来
備えている仕事をすることそのものの喜びによって仕事 とい う行動が強化 されていた、つま り仕
事が生きがいとなってい払 しか し、未婚者が結婚すること、つまり守るべき家庭を持つことに

















仕事 と私生活の両立を生きがいと感 じた りあるいは生きがいを見出せずにいたりする状態を作 り
出 している強化随伴性は何なのか。
一般に仕事や私生活の充実はそれ自体に行動内在的強化随伴性を持つ と言える。未婚者にとっ
てこれらの生きがい行動を強化 しているのは家族が喜ぶことや、家族を養 うとい うことではなく、
自分 自身の満足感や喜び、楽しさである。 このことは未婚者に仕事、私生活の充実の双方に同程
度の生きがいを感 じさせ、結果 として仕事と私生活の両立を望んだ りあるいは生きがいが何であ















のとお りである。(ただ し、未婚者の うち無回答の2名は分析上除いてある。)
単位:人
とてもそ う思 う そ う思 う どちらともいえないあま り思わない全く思わない
未婚者 4 10 8110 2
既婚者 5 7 114 0
以上のアンケー ト結果に基づき、ウィル コクスンの順位和検定により既婚者 と未婚者の間で会
社が官僚的なシステムを採用 していると感 じる感 じ方に差があるといえるか否か検定を行 う。
帰無仮説:既 婚者 と未婚者の間で官僚的なシステムと感 じる感 じ方に差がない。







とでは会社が官僚的なシステムを採用していると感 じる感 じ方に差があるとい うことができる。
これは、既婚者は未婚者に比 して生活に閉塞感を感 じている結果と考えることができる。ただし、
年齢に関して平均値の差の検定を行った結果、有意確率(両側5%)=0.0187<有意水準=0.05










大変満足 満足 普通 不満 大変不満
未婚者 2 11 18 0 1














睡眠時間 4 4.5 5 5.5 6 6.5 7 7.5 8 合計 平均
未婚者 3 1 s 2 16 1 4 1 0 34 5.75時間


















仕事(関係) 1 2 3
趣味 5 19 24
家族サー ビス 7 1 8
仕事上必凄な勉強 0 2 2
家でのんびり 3 9 12
その他 1 1 2
合計 17 34 51
以上のアンケー ト結果に基づき、x2検定により既婚者 と未婚者の間で休 日の過 ごし方の傾向
に差があるといえるか否か検定を行 う。
帰無仮説:既婚者 と未婚者の休 日の過 ごし方の傾向は同じである。



























生活向上型 11 11 22
職場 ・協働型 0 1 1
組織 ・報酬型 0 4 4
仕事型 4 4 8
社会 ・共感型 0 2 2
自己実現型 2 5 7
模索中・無回答 0 9 9














職場 ・協働型 一〇.69376 0.69376
組織 ・報酬型 一1.42936 1.429365
仕事型 1.178758一1.17876







































手段 として今回のアンケー ト調査を行った。その結果を、我々のゼミが会計ゼ ミでありある程度

































るより家庭に入って安定期に入 りたいと思 うだろうと考えたため蔑 実際に生きがいの欄に、「さ
っさと男つくって結婚 して普通の:女性として生きて生きたいね」と書いておられたメーカー勤務
の女性もいた。また女性の場合、結婚後 に想定 しうる子育て、とい うのが男性よりも生きがいと










































(1979年に慶 応大 学 で行 われ た 講義 を佐 藤 方哉 の 「罰 な き社会 」 とい う邦訳 付 きで 『行 動 分析 学









のが論文のテーマであった。そこで、ゼ ミの卒業生から得 られたアンケー ト結果をもとに、現在
の社会の雇用システム、そ して個人のライフスタイルを分析したのが本論文である。雇用システ
ムの面では、論文上でも記 したが依然 として年功賃金が残っている事や、大卒ホワイ トカラーで
は給与面で男女差がない事など、私達が持つ通念 と一致するものもあれば大きく乖離するものも
あった。ライフスタイルの面でも雇用システムにおける分析と同様に、私達の通念 と乖離するよ



















































1 29人以下 5 500～999人以下
2 30～99人以下 6 1000～2999人以 下
3 100～299人以下 7 3000人以上
4 300～499人以下
(6)先輩の職 種をお答え下さい。(○はひ とつだけ)
1 管理職 6 保安 ・警備
2 専門 ・技術職 7 運輸 ・通信職




































1 目標達成度 5 規律性 10業務に関する知識
2 量的評価 6 協調性 11判断力





















1 5%未満 5 30～40%未満
2 5～10%未満 6 40～50%〃
3 10～20%〃 7 50%以上








































































めの特別なシステムがあ りますか?(○ はひ とつだけ)
1聯 一 嘔 き鱒 一





















2 そ う思 う
3 どちらとも言えない
4 あまりそ うは思わない



























(以下の(8),(9)の質問には 、(7)で「した と答えた方 のみ お答え下さい)
(8)なぜ転職しましたか?(複 数回答可)
1 ヘッ ドハンティングされた
















































たのに、感動しまし急 今年は,シンポジウムが,刺激になりまし鳥(内 田 朋宏)
早いもので3回 目の一年を振 り返ってを書いている。3年間とい うのは長かったようで短 かっ
たと思 う。今年は、初めてシンポジウムを経験 した。できることならば、3回生とい う主力学年
でシンポジウムを経験 してみたかったとい うのが本音である。個人的には、後期はあまりゼ ミに
参加できず同じ班の3回生 ・2回生には負担だったと思 う。いよいよ卒業(で きるか?)と なる
が、3年間いろいろな経験をさせてもらったと思 う。藤井先生、TAの方々、3年間一緒 だった
4回生、頼 りない先輩であっただろ う3・2回生に感謝 したい。ありがとうございました。
(菊元 崇)
今回はゼ ミ生最後の論文作成ということでしたが、これまでとは違った観 点からの取 り組み と
なりました。 さらに、シンポジウムを通して自分たちの論文を読んでもらうという経験も初めて
することにな りまし鳥 そのため、これまでのゼ ミ活動でのような、上回生が下の回生を指導 し
















...結局、3年間を振 り返ってしまいました … 。何はともあれ今年も無事論文が完成してよ
かったです。
最後になりま したが、アンケー トにご協力下さった先輩方へ多くの感謝を捧げて … 。
(坂本 知子)










礼を言いたい と思います。 どうもありがとうございました。(角 園 太一)
今年もゼ ミに何 ら貢献できなくて申し訳なく思っています。ただ、ゼミのことはいい加減には
考えていないので、あと一年僕にチャンスをください。就職活動が終わ り次第、ゼ ミに参加する
つもりなのでよろしくお願い します。(友 野 裕充)
情報交換って大事だなあ。痛感 しました。
今年度はゼミが2分割されていたので、2つの班同士の意思疎通があまりできなかったせいか、




取 り敢えず謝っておきます。 ごめんなさい。m(一⊃m(糸 井 良徳)
今年は論文の作成、発表を通して本当に多くのことを学びました。振 り返ってみると反省する





少 し煮詰めることができればよかったのですが … まだまだですね。ただ、初めてのシンポジ
ウムでは、討論とい うものを(実際は聞いているだけでしたが)体験でき、いい経験:になりまし





た。今年門年の研究の成果、論文の出来とい う点ではある程度満足の行 くものだったと思 う。た
だ、シンポジウムにおいては発表の行い方など様々な反省点があった。この反省点を来年のゼ ミ、
シンポジウムに生かせればいいと思 う。(阪 田 昌弘)
今年度は、アンケー トを用いた分析とい う昨年と全 く異なるテーマと、シンポジウムという2





自分のできる事を精一杯がんば りたい と思いますので、皆 さんよろしくお願い します。
(津田 智弘)
プレゼ ミで3回生になったことを実感 し、アンケー トの作成で今年の論文のテーマが去年とは
180度異なったものであることを実感 し、シンポジウムで自分の実力のなさを実感した-年でし
た。何かと学ぶことの多かったこの一年間ですが、アンケー トの協力がなければ成 りたたないも
















色が活かされたとい うことであり、この一年澗 を通 して私自身が本ゼ ミナ.___ルで得るものは大き
かった。(石 川 雄大)
この一年短かったような気が しますが、細かなことを思い出せばさまざまな出来事があり、長
かったようにも感 じます。ゼ ミという形態が初めてだったので、戸惑 うことが多かったです0レ
ジュメを準備することも論文を書くことも初めてで、どのようにまとめていいのかよく分か りま
せんでした。とりあえず自分なりに文献を調べて書き、提出していました。それ らに対 してTA.
の方や上回生の方々が適切なア ドバイスをくださったおかげでどうにか論文の形 とな りました。
論文に関しては未熟な部分も多いのですが、今回のゼミの活動を通 して多くのことを学びました。







人、上回生の皆 さん、そ して同回のみんなの力を借 りてがんばりたい と思いま魂 それでは来年
度もよろしくお願いしまYo(木 田 圭亮)
予想を遥かに上回る作業に目を白黒させてるうちに時が経ちました。振 り返ると、もっと多く
のことが学べたはずなのに、と思 うことが多い一年 でした。ゼ ミに費やすべき時間を削って学祭
などにかまけて しまい、担当した分の帳尻を合わせるのが精一杯で、いろいろ迷惑かけてごめん
なさい。4月 になったら教える立場になるかと思 うと不安 もありますが、来年は納得のいく結果






思いますので、 どうぞよろしくお願い します。(高 橋 宏延)
苦手なパソコンと大格闘 しっつ、何 と力輪 文を書いたとい う感 じでYoシ ンポジウムも、初め
てで、戸惑ってしまいまし鳥 そんな中で、自分の能力の足 りなさを感 じることも多 く、来年こ
そは!と意気込んでいます。また、シンポジウムでは、立命館大学側のプレゼン技術の高さに、
いい束1緻を受けました。一年間、他の人にっいてい くので精一杯で したが、自分なりの課題がた
くさんみつか り、なかなか充実 した一年でした。(竹 谷 尚子)
ゼ ミ生活1年 目が終わ りました、終わってしまいました。この1年はゼミの人全員に迷惑をか
けてしまいました。悲 しい事に迷惑のかけ忘れは無いと思います。この場を借 りて、すいません
でした。藤井ゼ ミに入って一番 うれ しく思ったことは、周 りに流 されるタイプの僕 としては、こ
れは大事な要素なのですが、勉学に勤 しむ人の割合が高かったことです。今年は流れに流 されて、
末足をお披露目する年になるかなあ ・…(土 屋 有介)




しなが ら、素晴 らしい今年の論文よりももっと素晴 らしい論文を作 りたい と思います。
(仲永 佳世)




ありがとうございま した。来年もどうぞよろしくおねがい します。(劃ll千 佳)
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今年度のゼミを振 り返ってみると、試行錯誤の繰 り返 しでした。知識の蓄積 もろくになく、自
分にとってはかなりハー ドでしたが、充実 した学習ができまし鳥 特に、統計学的分析は完全に
未知の領域で、取っ掛 りさえままならず、Excelと苦闘の日々でした。半年間乗 り切ることがで
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